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Ⅰ．問題提起と目的
　子どもの体力低下傾向が深刻であることを白旗ら 1)が報告
し、改善を促す取り組みは、一過性ではなく、継続的である
が、竹中 2)が指摘しているとおり、個々の子どもが持続可能
な運動や身体活動を行えるように、習慣化を目指した取り組
みが必要である。上地らは 3)4）、児童期に適切なライフスタイ
ルを構築することが、成人後の健康にもつながるが、現状を
みれば高学年児童の身体活動の急速な低下が認められること
を指摘している。さらに小林 5)によって、高学年児童は体力
をつけることへの気持ちが強いことから、彼らを対象に取り
組むことは重要な課題である。
　小学校は、児童が生活のおよそ 3分の 1を過ごす環境であ
り、近年の過密な予定を日々こなす児童にとって、身体活動
を促す上で重要な機会の一つである。誰もが実施可能という
点からは、学校生活の中での介入実践が重要であり、安心・
安全面からも適切である。近年、業前や業間、昼休みの時間
を用いて体力の向上や身体活動を促すための取り組みを導入
する学校が増えつつあることが、佐藤ら 6)、文部科学省スポー
ツ・青年局 7)によって、報告されている。また、上地ら 8)に
よって、休み時間における外遊びの参加は、児童の身体活動
量の獲得に大きく貢献することが示され、森村ら 9)によって

わずか 10分程度の短時間の身体活動の推進が児童の体力と身
体活動水準を向上に導くことが報告されている。加えて、文
部科学省スポーツ・青年局 10)から、体育授業以外の時間で体
力の向上や身体活動を促す取り組む小学校の体力水準は、男
女ともに全国平均より高く、取り組み期間が長いほど高い傾
向にあることなどのメリットが報告されている。しかしなが
ら、教育現場の実態からみれば、児童・教師双方に負担がか
かる問題があり、余裕を持って取り組む事ができ、汎用性が
あり簡便な取り組みが求められる。
　以上のことを考えると、介入の実施可能性の高い場面とし
て昼休みが想定できる。その際には休み時間としての機能を
失わない配慮、強制が伴うことのない自らの意思が反映でき
る介入が求められる。
　習慣づけは、竹中ら 11)によれば、本来、強制や指示から生
じるものではなく、実践者自身で行動内容を自己決定し、自
分の意志で活動的な身体活動を採択することが前提となる。
セルフモニタリングは、自分の行動を観察・記録・評価し、
行動実践の拘束力を増加させ、次に行動変容を起こす統制要
因を明確にする。さらに、その要因に問題があれば修正を加
え、うまく行えているのであればさらに促進させることで行
動の実施度を増加させることが報告されている。それ故、身
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体活動量の強制を伴わないセルフモニタリングであれば、運
動の習慣化が期待できると考えられる。
　セルフモニタリングの先行研究を概観すると、木内ら 12)に
よる大学生を対象にした身体活動に対する考え方を変化させ
た報告があり、児童対象では、文部科学省 13)による歩数計や
生活チェック表を用いた自己点検・評価から、運動量の増加
や生活改善の動機づけの機会を提供した報告、さらに竹中 11)

によれば、2週間の歩数セルフモニタリングを実施したとこ
ろ、実施中に歩数が増加し、終了後減少するという傾向は女
子において顕著であったとする報告がある。これらの代表的
な研究によって、セルフモニタリングの効果は明らかにされ
ている。これらの研究では、いずれも 1日の歩数を記録して
いるが、八木 14)によれば 1日の歩数を指標とすると、体育学
習の有無、学校行事の影響を受けることが指摘されている。
したがって介入そのものに焦点づけた取り組みが必要である。
学校にゆだねられた活動であることから、保護者に対するエ
ビデンスが求められている現在においては、取り組みの成果
を示していく必要がある。
　以上のことから、本研究では、昼休み時間（45分間）を利
用したウォーキングにおいて、歩数のセルフモニタリングを
課題として実施し、歩数と運動有能感の関連を検討すること
を目的とする。

Ⅱ．方法
1．対象及び調査期間
　本研究の対象は、熊本県上益城郡内の小学校 6年生児童 30

名（男 14名、女 16名）であった。調査期間は、平成 19年 9

̶11月であった。対象の小学校は郊外に位置し、周りを住宅
及び畑に囲まれていた。調査にあたり、担任を通して児童及
び保護者に研究の目的・方法を説明し、調査協力の同意を得
た上で調査を行った。
2．調査内容
①　身体活動量（歩数）
　身体活動量の指標は、コストがかからず大人数の測定が
容易な方法であることから、歩数を採用した。児童が所属
する小学校で、装着した歩数計（オムロン社製 HJ-113）に
よって昼休み時間（45分間）の歩数記録を求めた。
　まず、ベースライン期として 1週間、次に、セルフモニ
タリングを行う用紙を用いて、1週間ごとを 4回（計 4週
間）記録し、終了 1ヶ月後再調査した。記録を元に 5日間
の最大値と最小値を除いた 3日間の 1日あたりの平均値を
該当する週の平均歩数とした。ベースライン期は、児童に
歩数を尋ね、担任が記録した。宿題期間中は、児童自らが
記録用紙に記入した。
②　運動有能感
　運動能力や技能の水準にかかわらず、教師や友だちに受
容されることなども含め、岡澤 15)によって開発された総合
的にとらえられる運動有能感測定尺度を用いた。運動有能

感測定尺度は、「統制感」、「身体的有能さ」、および「受容
感」の 3因子 12項目で構成され、小学校高学年から大学生
まで、あらゆる発達段階において信頼性・妥当性が確認さ
れている。
3．介入内容
　本研究では、1週間分の記録が記入できる用紙（A4版）に、
歩数の記録を日ごとに行う介入を行った。
4．データの処理
　データは、SPSS 14.0J versionで処理した。竹中ら 11)によっ
て、セルフモニタリングの効果は、男女で異なることが指摘
されているため、歩数は、2（群：男、女）×6（時間：ベー
ス期、1週間、2週間、3週間、4週間、終了 1ヶ月後）、運動
有能感は、2（群：男、女）×3（時間：実施前、実施後、終
了 1ヶ月後）の分散分析を行った。

Ⅲ．結果
1．身体活動量（歩数）の変化
　図 1は、セルフモニタリングの経過に伴う歩数変化の結果
であり、図 2は、男女別セルフモニタリング経過に伴う歩数
の変化の結果である。分散分析の結果、交互作用は認められ
なかったが、性の主効果（F（1,28）＝ 11.32，p <.01）が認めら
れた。女子の歩数が少ないことから、男子に比較し、女子の
活動水準が低いことを示している。時間の主効果は認められ
なかった。
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図 1　経過に伴う歩数の変化
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図 2　経過に伴う男女別歩数の変化
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2．運動有能感の変化
　図 3－ 5は、男女別セルフモニタリングの経過に伴う運動
有能感を構成する 3要因（統制感、身体的有能さ、受容感）
の変化の結果である。
　分散分析の結果、全ての要因で交互作用は認められなかっ
たが、統制感（F（1.26）＝ 7.51，p <.01）、受容感（F（1.26）＝
12.32，p<.01）については、時間の主効果が認められ、有能感
では、性の主効果（F（1.26）＝ 4.89，p <.01）が認められた。
これは、セルフモニタリング実施によって時間の経過に伴っ
て統制感、受容感は高まること、身体的有能さは男女で効果
が異なることを示している。
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図 3　統制感の変化
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図 5　受容感の変化

Ⅳ．考察
　本研究では、教師が児童にセルフモニタリング機能を有す
る歩数の記録を課題として実施し、その記述内容である歩数、
運動有能感との関連性を検討することを目的とした。小学校 5

年生児童を対象にした身体活動量の指標である 1日の歩数は、
足立ら 16)によれば約 13000 ̶  約 18000歩であるが、本研究の
対象となった昼休み 45分間の歩数は約 2000歩であった。1日
の歩数の 1/6 ̶ 1/9を占めるが、過密な予定をこなす近年の
児童にとって、昼休みの 45分間の過ごし方への介入は重要だ
と考える。
　歩数の分散分析の結果、交互作用は認められなかったが、
性の主効果が認められた。男子に比較し、女子の活動水準が
低い結果は、小学校 5年生を対象に 2週間行った竹中ら 2)の
先行研究の結果を支持したものであった。上地ら 4)17)は、女
子は男子に比べ、身体活動水準が低く、学年が進むにつれて
身体活動水準が低下し、男子よりも身体活動を行うことの負
担を強く感じることを報告している。加えて笠次ら 18)が、こ
の傾向が幼稚園児についても認められることを報告されてい
る。女子の歩数増強については、早期からセルフモニタリン
グ単独ではなく、目標値を設定するなどの配慮が男子以上に
必要かもしれない。
　運動有能感については、統制感、受容感について時間の主
効果が認められた。実施後、統制感、受容感ともに高まって
いることから、コントロール群が設置されていないものの、
セルフモニタリングを通して、統制感、受容感が高まる可能
性が示された。上地ら 19)は、子どもの場合、成人に比べ、身
体に慢性的な健康問題を抱えているものが少ないため、身体
活動の効果は精神面により強く反映することを報告している
が、この結果を裏づけたものと考えられる。
　統制感は、昼休みに実施する活動を自分でコントロールで
きていること、強制が伴わない自らの意思が反映できる環境
のもとで、自分の行動変化を歩数という具体的な数字で把握
でき、行動の改善状況に応じた目標へと容易に設定変更でき
たため統制感が高まったと推察される。
　受容感は、活動場面や記述結果を通して教師や仲間に受け
入れられていることであるが、1週間分の記録が記入できる用
紙は毎日集められ、教師によるコメントが記入されていた。
記入内容は、「がんばったね」という肯定的表現や「○○歩っ
て、すごいね」という有能さを指摘した表現、「○○さんと
いっしょにがんばれたね」という仲間との結びつきを指摘し
た表現であり、自分の歩数記録を通して、教師や仲間との結
びつきを強め受容感を高めたと推察される。
　自己の運動能力、運動技能に対する肯定的な認知である身
体的有能さは、性の主効果が認められた。中山ら 20)は、学校
生活での昼休みという生活時間を問題にしたとき、男女に生
活時間の使い方に性差があることを報告している。上地ら 19)

は、女子児童が対象である場合、第二次性徴期と一致し、心
身の状態が不安定なため活動量が減少している可能性があり、
敏感な女子特有の心身の状況に配慮する必要があることを指
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摘している。加えて、上地ら 17)が、身体活動の恩恵の知覚が
負担の知覚を上回るのは、60分以上の身体活動時間を 2ヵ月
以上続けた「維持ステージ」に入ってからであることを報告
していることから、休み時間における積極的な身体活動量増
強の方略（介入）では、より長期にわたる取り組みが女子に
は必要なのかもしれない。近森ら 21)、上地ら 3)は、性差は必
ずしも身体的要因によるものではなく、社会状況を反映した
社会・心理的要因にある指摘している。他人が自分をどう思っ
ているのかという不安については女子が男子よりも強く感じ
ていることから、女子のライフスタイルの中で身体活動実施
への影響力は不安などの発達段階の特性に介入することに
よって弱まると推察する。女子の場合は、不安など特性に配
慮して小集団あるいは個別形態での身体活動実施を促すこと
が有効なのかもしれない。
　本研究の限界として、コントロール群・条件を設置してい
ないことがあげられる。介入研究を行う場合、クロスオーバー
デザインにより時間差をつけて全員に介入する方法や、セル
フモニタリングの内容や時間を変えてその違いによる影響を
検討するなど、児童全員に何らかの方法で介入する研究が考
えられる。しかしながらその実施には、時間や負担の制約な
ど、克服しなければならない障壁が多い。また、一つの小学
校において研究を実施したことから、結果の一般化には注意
を要する。今後は、広く様々な地域からサンプリングを行い、
データの蓄積を行う必要性があると考えられる。
　本研究の結果、昼休みにおける歩数のセルフモニタリング
は、運動有能感の統制感と受容感を増強する可能性が示唆さ
れたが、歩数を増加させるには至らなかった。歩数の確実な
増加に結びつけるためには、セルフモニタリングに加え、他
の介入方法もあわせて実施することが必要であると考えられ
る。
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